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第２四半期の世界経済は、物価上昇抑制を目的とする金利引き上げの継続に
より、今後の景気に対する不透明感は依然として残るものの、これまでのところ個
人消費や雇用環境も底堅く推移しており、前四半期から大きな変化は見られま
せんでした。

当社関連製品の市場も総じて想定線で推移する中、第2四半期の業績は全体
としては計画通りの水準となりました。事業別には出荷の調整局面にあるレーザー
プリンターが減収となりましたが、イメージング、メディカルを中心に好調な売上を維
持しており、為替の追い風も受けて、10四半期連続の増収を達成しました。

営業利益については、昨年は第２四半期がコロナ後のレーザープリンターの製品
供給回復により、消耗品売上が大きく伸びた時期であったため減益となりますが、
売上拡大やコストダウンは確実に進んでおり、利益額・利益率ともに第1四半期
を上回り、収益性は着実に向上しています。

その結果、売上高は対前年2.2%増の1兆209億円、営業利益は6.3%減の
923億円、純利益は10.8%増の654億円となりました。売上高は第２四半期
としては5年ぶりに１兆円を超え、2008年のリーマンショック後、15年振りの大き
さとなりました。

上期合計では、売上高は対前年6.1%増の1兆9,920億円、営業利益は
1.2%増の1,767億円、純利益は16.0%増の1,218億円となり、増収増益を
達成しました。
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ビジネスユニット別の第2四半期および上期の実績です。

プリンティングについては、オフィス複合機は昨年から大きく販売台数を伸ばし
て増収となりましたが、レーザープリンターの売上減少により、減益となりまし
た。

イメージングは、ミラーレスカメラの新製品が売上を伸ばし、ネットワークカメラ
も需要拡大を捉えて成長を続け、増収・増益を達成し、利益率も高い水
準を維持しています。

メディカルは、各画像診断装置が売上を伸ばし増収となりましたが、販売要
員の増強や、M＆A・事業取得に伴う費用など、成長投資が先行して発生
し、減益となりました。

インダストリアルは、 FPD露光装置が顧客の調整局面にあり、前年を下回
る売上・利益となりました。



4

通期の業績見通しです。

前提となる下期の為替レートは、1ドル 135円、1ユーロ 145円と前回見
通しからドル・ユーロ共に５円円安に見直しました。
世界経済については、見通しは不透明ながら、堅調な雇用と所得に基づく
個人消費の拡大により、年後半も緩やかながら回復していくと想定していま
す。

世界経済や当社関連市場の見通しに大きな変化はなく、下期はネットワー
クカメラ、メディカル、商業印刷などの新規事業は成長を継続するとともに、
商戦期を迎えるプリンターやカメラは市況を見極めながら積極的に販売促
進活動を行い、各ビジネスユニットの売上をさらに伸ばしていく計画です。
コストについても、部品代や物流費は下期にかけてさらに低下する見込みで
あり、収益性も向上していきます。

これらを踏まえ、年間の業績見通しについては、これまでのシナリオを維持す
るとともに、為替の前提見直しにより売上高で500億円、営業利益で200
億円、純利益で７0億円、それぞれ上方修正し、売上高は対前年8.2%
増の4兆3,630億円、営業利益は13.2%増の4,000億円、純利益は
19.7%増の2,920億円とします。

2008年以来15年ぶりに営業利益を4,000億円台にのせ、3期連続の増
収増益を目指します。
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ビジネスユニット別の年間見通しとなります。

４つのビジネスユニット全てで、対前年で増収増益の計画であり、プリンティ
ング、イメージング、インダストリアルでは２桁の利益率を見込んでいます。

また、メディカルについても、売上・利益ともに昨年に続き最高業績の更新を
目指していきます。
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オフィス複合機は、画質や印刷スピード、耐久性に優れたオフィスにおけるメ
インのプリンティング機器として需要は底堅く、今年の市場は5％程度拡大
すると見込んでいます。

当社の第2四半期は、製品供給も安定化しバックオーダーは解消していま
すが、引き続き販売は堅調であり、供給不足であった昨年と比べ大きく売上
を伸ばしました。

当社はオフィス複合機の豊富なラインアップに加え、レーザーとインクジェットプ
リンターまで幅広いプリンティング機器を取り揃えており、それらに共通のソフト
ウエアを展開し同じプリント環境を提供することで、在宅勤務やオフィスの分
散化など多様化した働き方に対応し販売を伸ばしています。
また、環境意識の高い欧州を中心に、製品回収や再生品利用など優れた
環境対応も進めており、今年も市場成長を上回る年間販売台数プラス
7％を目指します。
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レーザープリンターの第2四半期は、昨年下期以降の市況悪化から出荷調
整を継続していること、また、昨年は製品供給の回復局面にあり売上の水
準が高かったことから、本体・消耗品ともに減収となりました。

下期からは、市況の回復が見込まれることに加え、4月に発売し市場の評
判が良い中速機と高速機の２つのカラー新シリーズが、売上の回復を牽引
していきます。

これらプリントボリュームの多い新シリーズの販売台数増が来年以降の消耗
品売上につながるとともに、部品の共通化や設計のモジュール化など開発段
階からの原価低減を進めており、事業の収益性も向上していきます。

インクジェットプリンターの第２四半期は、中国でコロナ対策の方針変更によ
り在宅勤務・学習需要が鈍化するなど、家庭での印刷需要が軟化し、計
画を下回りました。
一方で、下期からの拡販に向けた大容量インクモデルを中心とするラインアッ
プの拡充は計画通りに行ってきており、第3四半期からはプロモーションも積
極的に行うことで、販売台数を伸ばしていきます。



プロダクション市場は、インフレの継続から投資に慎重な会社が一部見られ
ますが、総じて印刷会社は計画通りに印刷機の購入を進めており、プリント
ボリュームも堅調に推移しています。

当社の第2四半期は大型の連帳機や社内印刷向けの新製品を中心に売
上を伸ばし、サービス収入についても、ここ数年本体の市場での稼働台数が
増えていることで増加し、9四半期連続の増収となりました。

下期からは、今後の売上を牽引するグラフィックアーツの領域で第2四半期
に発売した大判プリンター「Colorado M」を本格的に販売していく計画であ
り、取り扱いディーラーの拡大も図りながら、売上のさらなる成長を目指して
いきます。
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カメラ市場は、各社のミラーレスカメラ新製品がユーザーの需要を喚起しており、
2023年は前年から微増となる585万台と想定しています。

当社は、昨年から今年にかけて、ハイアマチュア向けからエントリークラスまで6
機種のカメラを発売し、EOS Rシリーズのラインアップ強化を図ってきました。
第2四半期は、こうした新製品の販売が好調に推移し、また本体と併せてRF
レンズの販売台数も増えたことで、2桁の増収となりました。

年間でも前年を上回る290万台を販売し、2桁の売上成長を目指していき
ますが、カメラユーザーのすそ野を広げるため、3月のEOS Rシリーズ初のエント
リーモデル「EOS R50」に次いで、6月には「EOS R100」を発売しました。シ
リーズ最小・最軽量となるこの製品は、スマートフォンからのステップアップを促す
よう、本格的な撮影を手軽に楽しめるモデルになっています。

また、拡大する動画需要を取り込むために、Vlog撮影に特化したカメラ
「PowerShot V10」を6月に発売しました。4K・毎秒30フレームの高画質
での長時間撮影や、広角レンズによる近距離での自然な自撮りが特長であり、
今後もスマートフォンとの差別化を図りながら、新しいカメラを提供していきます。
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ネットワークカメラ市場は、セキュリティからマーケティングや生産工程管理など
用途を広げながら拡大を継続しており、当社は第2四半期も2桁の増収を
達成しました。

当社は増加する需要を確実に取り込むため、多様化する用途や使用場所
に対応し、製品ラインアップの拡充を進めています。加えて、セールスやマーケ
ティング部門の増員により販売パートナーとの強固なネットワークをさらに増
強することで、今年は年間で20％の成長を見込んでいます。

その他の製品については、シネマ用ビデオカメラが昨年新製品を発売し、第
2四半期がセルインを進めた時期であり、売上が高い水準であったため減収
となりましたが、年間では増収を計画しております。
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2023年の画像診断装置の市場は、コロナの影響で控えられていた大型装
置への投資も回復し、巡航速度である2％の成長が見込まれます。

当社の第2四半期は、納入先の医療機関の都合により、大型装置の据付
けが一部後ろ倒しになったものの、欧州の超音波診断装置を始め、各装置
が前年から売上を伸ばし、約7％の増収となりました。
米国で進めてきた販売要員の増員とテリトリーの再編による販売体制の強
化は、商談数の増加、受注額の増加として成果が出てきています。

下期は確実に設置を進めるとともに、新規受注の獲得を図っていきます。
CTの新製品 「Aquilion Serve」は、昨年日本から発売を開始し、 AIを
活用して開発した高精細な画像や、キヤノンのカメラ技術を使った自動位
置合わせが好評であり、今年から更に機能を強化し、本格的にグローバル
展開しています。多くの医療機関で実用機として使用されている80列検出
器を搭載しており、販売台数の増加が期待できます。
昨年末から大型装置の販売が増加しているため、サービス売上も増えてき
ており、年間で2桁の売上成長と、7％台の営業利益率を目指していきます。
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半導体デバイス市場は、メモリの低迷により今年は一時的に縮小しますが、
今後長期にわたって成長が見込まれており、経済安全保障の点から各国が
進める自国生産の動きにも後押しされ、各メーカーは計画的に設備投資を
進めており、露光装置については今年も拡大が続きます。

当社は、堅調なパワーデバイスやセンサー向けに加え、生成ＡＩの発展に
より、先端パッケージの後工程用露光装置の受注が伸びてきています。
生産能力についても昨年から生産スペースや要員を増強してきたことで、第
2四半期の販売台数は42台まで増えており、第3四半期以降、出荷・設
置をさらに進めて、年間では195台の台数を見込んでいます。
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ディスプレイ製造装置の市場については、今年はテレビやPCの市況低迷に
よりパネルメーカーが投資を控えていますが、2024年以降は、ノートPCやタ
ブレットといったITパネルの有機ELシフトが原動力となり、需要が緩やかに増
えていく見込みです。

当社のFPD露光装置は、車載パネル向けといった堅調な分野はあるものの、
市場縮小の影響で販売台数が昨年から減少する見込みです。来年に向
けて、 ITパネル向けの大型装置についても一括露光方式の強みを生かし
ながらさらに生産性を高め、製品力の強化を図ります。

有機EL蒸着装置についても、スマートフォンパネル向けで培った生産ノウハ
ウや顧客との信頼関係を活かしながら、ITパネル向けでも当社が業界標準
の装置の地位を確立できるよう、新たな装置の開発・生産を進めていきます。

有機EL蒸着装置の他にも、延伸しているスパッタリング装置の設置を今年
進めることで、産業機器の売上は前年から大きく伸びる見通しです。



6月末の在庫は、3月末と比べて約400億円増加しましたが、円安による
外貨建て資産の評価換えの影響であり、為替影響を除くとほぼ同じ水準と
なっています。

部品と原材料については、部品逼迫の状況下で行っていた早期確保を改
め、通常の在庫水準に戻す動きをすでに開始しているため、第3四半期から
その効果が現れてくる見通しです。
商品在庫は、下期の拡販のため半導体露光装置やメディカル、ネットワーク
カメラなどで計画的に積み増している状態であり、年末に向けて適正な水準
に戻る見込みです。
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営業キャッシュフローについては、3,000億円に迫る純利益に加え、下期に
在庫削減を進めることで、6,330億円と昨年を大きく上回るキャッシュを創
出する見通しです。

投資キャッシュフローは、CMOSセンサーと半導体露光装置の工場建設や、
メディカル事業のM&Aを含め、将来の成長のため2,570億円を使用する
計画であり、3,760億円のフリーキャッシュフローを見込んでいます。

株主還元としては、上期までの計画の進捗を踏まえて、配当性向50％を
目途とする方針の下で、年間の配当予想を20円増額し、1株あたり140
円に引き上げました。

3,600億円程度の現預金を保持しながら、残りの資金については、5月か
ら2度に渡って合計1,000億円実施しているように自社株買いや、借入金
の返済など、状況に応じて使途を判断していきます。
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当社は、最重要課題の1つとして定めた「資源循環」型社会への貢献を目
指し、製品の小型・軽量化やリユース・リサイクルに力を入れて取り組んでき
ました。

7月には、レーザー光と計測・制御機器を組み合わせて、リサイクル工程でプ
ラスチックを高精度に選別できる新たな技術を発表しました。
一般的なプラスチックの選別では赤外線を使いますが、黒色の場合、赤
外線が色素に吸収されて適切に分別できません。レーザー光では黒色も計
測できますが、他の色に比べて反射する光が少なく、計測に時間がかかると
いう課題があります。

当社の技術では、プラスチックの色や濃度、大きさ、またベルトコンベヤーの
速度などを事前に計測することで、その情報を基に一つ一つのプラスチックに
適したレーザー光を照射できるようになりました。白や黒が混在していても自
動でリサイクルできるようになるため、製造メーカーにおける再利用可能なプ
ラスチック量の最大化に貢献できます。

今後も、当社の生産活動において「資源循環」や「CO2削減」を進めるの
に加え、環境のための技術を開発し、それを社会へ提供することで、サステ
ナビリティな社会の実現に向け、一層貢献していきます。
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「グローバル優良企業グループ構想Phase6」の折り返しにあたる今年の上
期は、新規事業の売上２桁成長と、現行事業の高い収益貢献により増収
増益を達成しました。

下期はさらに売上の成長を加速させ、過去最高の2007年に次ぐ売上を目
指すとともに、営業利益を4,000億円の大台に乗せる計画です。3年連続
の増収増益を果たし、確実に2025年の業績目標を達成するとともに、さら
なる上乗せを目指していきます。
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